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　本稿の課題は、農村の工業化モデルを整理し、特に1990年代後半以降の、江蘇省南部地域の経済発展方式の変化、すなわち「蘇南モデル」の変容に着目し、それを「外資依存型発展」への収束と捉えた上で、浙江省南部の「温州モデル」の独自性と、そこから引き出される政策的示唆を明らかにすることにある。
改革・開放政策が始まった1979年当時、農業人口が全体の8割を占める中国において、農村の工業化は中国全体の経済発展と同時に、前近代的な農業部門における過剰労働力の吸収という意味からも、避けては通れない問題であった。中国は改革・開放以降、これまでの重工業優先発展路線による、農業部門から重工業部門への強制的な富の移転を改め、農村、農民に自由な裁量部分を与え、また市場経済への大きな政策転換が図られた。その結果、いくつかの農村地域で工業化が達成され、それらは「モデル」として注目を浴びるようになった。ここでいう「モデル」の語源は中国語の「模式」であるが、それは計量モデルでも、手本や模範という意味でもなく、その地域固有の発展過程をさしており、むしろ「パターン」や「様式」と理解されなければならない。したがって農村の工業化モデルとは、各地域の農村の特色ある工業化の過程や方式を分類したものであり、「工業化パターン」や各地域の「工業化方式」を意味している。しかしながら筆者が本論文で温州をとりあげるのも、その発展過程が豊富な政策的示唆を与える「手本」となり得ると考えるからである。

1.農村の工業化をめぐる議論と「模式」

　これまでの農村工業化をめぐる論点を眺めると大きくは以下の2つの議論が存在する。

　第1に、「小城鎮論」といわれるものである。これは「江蘇省小城鎮研究課題組」の研究者グループが中心となって提唱された議論であり、農村の工業化による余剰労働力の吸収を進めていく過程で、特に農村内部の自発的な原動力によって達成する点に着目し評価するところに特徴がある。

　第2に、「二重経済論」の視点である。これは農村を農業という伝統部門と郷鎮企業を中心とする工業の近代部門とに分け、農村経済を牽引する農村工業の主導的役割を積極的に評価している。いうまでもなくこれは開発経済論においてルイス（A.W.Lewis）が論じるところの二重経済発展論を基礎においている1)。もっともルイスは農村＝農業の伝統部門と都市＝工業の近代部門とに区分しているが、中国においては戸籍制度による制限から農村から都市部への労働力移動が困難であり、また農地を離れず兼業による工業化という特殊事情から、ルイスの想定した農業生産の向上には結びついておらず、直接的な適用は若干の問題がある2)。しかし近年は、労働力移動の障害となっていた戸籍制度の緩和や戸籍の移動を伴わない都市への出稼ぎ現象に着目した調査・研究が多く出されているが、これらはいずれもルイスの「二重経済論」から出発したものである。

　筆者は、前者の「小城鎮論」の視点から農村の工業化を捉えている。この議論を提唱した「江蘇省小城鎮研究課題組」の研究者グループの中心に中国の著名な社会学者、費孝通がいるが、この議論を進めていく中で、中国各地の農村の工業化を「模式」という概念を用いて分類を試みている。費は「模式」を「model」と英訳しているが、費自身は「模式というのは発展の仕方のことである。各地域の村や町は地理、歴史、社会、文化などの面でそれぞれ違うため、現代経済の発展過程でとられる方針も違っている。その異なったやり方が、すなわち発展模式である」と定義している3)。

　1980年代に入ると、いくつかの地域で農村の工業化が達成され、そして後に、これらの地域はそれぞれの「モデル」として紹介されるようになった。本稿ではこれらの議論を「模式論」とよぶことにする。「江蘇省小城鎮研究課題組」が組織されたのは1983年であったが、翌年の1984年、調査した江蘇省の南部と北部との発展の違いから初めて「蘇南模式」という言葉が使われた。
　代表的な農村の工業化モデルとして以下の3つが挙げられる。

①温州モデル：浙江省南部に位置する温州の発展方式。人口が多く土地が少ないという制約から、手工業や行商に生きる術を求めていた。改革・開放以降、地下に潜っていた「商品経済」が一気に顕在化し、農民の自発的な経済活動の中で、民間主導の「郷鎮企業」を発展させた。「民営経済」、「専業市場」、「温州人ネットワーク」の3つが有機的に結合しているのが発展の要因である。

②蘇南モデル：蘇州、無錫、常州など江蘇省南部の発展方式。人民公社の「社隊企業」を出発点とした、郷鎮政府所有の企業である「郷鎮企業」を中心に発展を遂げた。温州モデルと並び、「郷鎮企業」が地域の経済を牽引する農村の工業化モデルとして注目を集めた。

③珠江モデル：広東省の珠江下流に広がったデルタ地域の発展方式。この地域には深圳、珠海などの経済特区が含まれ、対外開放の拠点として発展を遂げた。委託加工貿易が主流であり、外資主導の発展モデルといえる。

　上述の3つの代表的な農村の工業化モデルは、大きくは、元来、地域の持つ組織や資本、技術などを用いた、グラスツールの「下からの工業化」である「温州モデル」と「蘇南モデル」に対して、国家の発展戦略としての外資導入によって発展を遂げた「上からの工業化」である「珠江モデル」の2つに大別されよう。

2.「温州モデル」の発展メカニズム

(1).温州の初期条件

温州は浙江省における杭州市、寧波市に次ぐ第3の都市である。地理的には浙江省の東南部に位置し（東経119～121°、北緯27～28°）、東シナ海（東海）に面し、南は福建省に接する。2000年末の人口は736万人、面積は11,784平方ｷﾛであるが、そのうち山地が9,212平方ｷﾛと78.17％を占め、その他、島嶼、河川などを除いた平地面積は2,059平方ｷﾛで全体の17.47％を占めるにすぎない4)。
改革開放以前の温州の状況は土地資源の不足から一人当たりの耕地面積が少なく、台湾の対岸にあるという地理的条件から国家の投資が少なく日常生活に必要なインフラも十分に整備されず、国有部門も非常に脆弱なものであった。このような客観的条件により、改革・開放以前の温州の農村では労働人口の約60％が過剰労働力であったという5)。農村における経済水準を引き上げる上で、労働力の有効利用は最も重要なファクターの1つであるが、農業における労働吸収力が限界にきている以上、そのアブソーバーを非農業部門に求めざるを得ない。したがって温州の人々は、後に詳述するように、当時「資本主義の尻尾」として取り締まられていた個人経営の手工業やヤミ市（黒市）に生きる術をみいだし、集権体制の厳しい規制を巧みにかいくぐりながら、経済活動を営んでいたのである。温州経済の初期条件は決して恵まれたものではなく、むしろ経済発展をとげる要素は他の地域と比較してもきわめて少なかったといえる。

しかしこの温州は中国の改革・開放以降、飛躍的な発展を遂げ、またそのユニークな発展過程から「温州モデル」と称され、農村の工業化モデルとして内外の学者の注目を集めるようになったのである。ではその発展メカニズムはいかなるものであったのだろうか。

(2) 「温州人ネットワーク」の形成過程　―　初期的資本蓄積

温州の土地資源の不足は農業発展の大きな制約となり、また低く抑えられた国家投資は温州の工業基盤の脆弱性を推し量るに十分である。温州では農地を離れると同時に農村からも離れるという「離土又離郷」が早い段階から政策的に容認されていた。このことが、温州の発展に大きな役割を果たすことになるのである。温州を離れて中国国内の各地に散らばる温州人は温州人口の15%（113万人）を占める6)。さらには海外にも世界65カ国に30万人（うち欧州が20万人）の温州人が存在するという。このような温州の外へ出ている温州人（＝「外出人」）及び彼らのネットワーク（＝「温州人ネットワーク」）が、資本蓄積をはかる上で、決定的な役割を果たした。

温州経済の特徴の1つは、各地域に「専業市場」が形成され、それを中心に産業集積がみられるという点である。温州には大規模なものとして十ヶ所の「専業市場」が存在する。「専業市場」とは「ある製品やそれに関連する製品を専門とした卸売市場」のことを指し、橋頭鎮のボタン市場、楽清市柳市区の低圧電気市場などが有名である。

ここでは橋頭鎮のボタン市場を例に、その形成過程をみてみよう。製品の購入や販売に従事する人々を「購銷員」というが、この地にボタン市場が誕生したのも、このような「購銷員」が全国を歩き回って得た情報が基となった。改革・開放直後は計画経済から商品経済への転換期にあり1979年8月、葉克春と葉克林という兄弟が、黄岩県路橋等でボタンが過剰であることを経験的に知り、これを橋頭鎮で販売したところ大きな利益を得た。これを知った他の「購銷員」も追随し、橋頭鎮にボタン市場が誕生したというわけである。

出稼ぎで温州を離れた温州人の行商の成功が他の行商人の追随を生み、「専業市場」にまで発展するという過程は温州の他の「専業市場」にも見られるが、それを可能にしたのも迅速な情報の獲得を支える、同郷を中心とした全国に広がる「温州人ネットワーク」であり、そしてこの行商を通じて蓄積された資本が「専業市場」の誕生に大きく作用した。その意味で「温州人ネットワーク」の形成過程そのものが初期的蓄積の過程であったと結論づけられよう。

(3)ネットワークの結節点としての「専業市場」 ―　商人資本から産業資本へ

橋頭鎮のボタン市場は、概ね4つの段階をへて発展してきた。以下、各段階を「専業市場」の構造変化とあわせて見ていきたい。

第1段階（1970年代後半～80年代初）は、上述した「温州人ネットワーク」により自然発生的にボタン市場が形成された段階である。その当初はＡ産地の商品をＢ消費地へと運び、流通マージンを得るという流通業者としての役割を果たすのみであった。
第2段階（1980年代半ば）は、橋頭鎮でもボタンの生産が開始した段階で、ボタンの安定供給や市場のニーズにあったボタンを市場に供給する必要性から、ボタンを他地域から仕入れるだけでなく、「購銷員」自らが生産資材を購入、生産し、地元や他地域の「専業市場」で販売するようになった。もっともこの段階では、前は店、後ろは工場（「前店後廠」）といった比較的規模の小さな家内工場が大半であった。
第3段階（1980年代後半）では、「購銷員」や企業に一定の役割分担が生まれる。「購銷員」の中でも、生産資材を購入するものと、製品の販売のみに従事するものとに分かれる。また、ボタンの生産を担ったのは、第2段階においては個人経営の家内工場が大部分であったのが、この段階においては、依然、家内工場の比率は高いものの、さまざまな所有形態の企業が出現した。これは従来の小規模な個人経営企業が、徐々にその規模を拡大していったことを意味する。このような生産規模の拡大により、第2段階においては橋頭鎮で生産されていたボタンは、この市場での販売量の30％にも満たなかったが、第3段階においては70％以上ものボタンがここ橋頭鎮で生産されるようになった。
第4段階（1990年代）は安定的発展段階であり、中国国内はもとより「東洋のボタンの都」としての世界的地位を確立した後は、ボタンにとどまらずそれに関連するジッパーの生産も開始した。現在、ジッパーの国内市場のシェアは7～8％である。さらには近年、橋頭鎮において腕時計の生産も広まりつつあるという。これはボタンの流通ネットワークを利用した異業種への進出という段階への移行と捉えることができよう。2001年、橋頭鎮の工業生産額は33.5億元であったが、そのうちボタンが11.8億元、ジッパーが10億元、腕時計が2億元と、主要な3つの工業で鎮全体の生産額の71.6%を占めている。

以上の例でみたように、温州では「温州人ネットワーク」により「専業市場」が形成され、市場経済の深化と社会的分業が相乗する中で、「専業市場」を中心に従来の商人資本が産業資本へと転換していく過程が顕著に見られるのである。
　このように、温州は土地資源の不足と低く抑えられた国家投資による脆弱な工業基盤という初期条件は、中国国内はもとより海外にまで広がる「温州ネットワーク」を生み出し、その形成過程で資本蓄積が進み、温州の各地に「専業市場」が誕生した。「専業市場」は「温州ネットワーク」の結節点としての役割を果たし、その構造変化と同時に産業資本への転換が図られ、産業集積が進んでいったのである。1998年の中国国内での温州の市場占有率は、ライター95％、ボタン90%、眼鏡80％、皮革製品70%、徽章40%、電機部品（低圧電器）35%、バルブ30%などであり、温州には多様な産業が集中していることが看て取れる7)。

3.「蘇南モデル」の特徴と変容

　ここでは「模式論」の先駆けとなった「蘇南モデル」をその一地域である蘇州を中心に考察する。「蘇南モデル」とは上述したように、蘇州、無錫、常州など江蘇省南部の農村の発展パターンを指す。「温州モデル」と並び、郷鎮企業が地域の経済を牽引する農村の工業化モデルとして注目を集めたが、「温州モデル」とはいかなる共通点と相異点を持つのであろうか。

(1)蘇州の発展過程と特徴

　ここでは「蘇南モデル」の1つの地域である蘇州の基本的な状況と経済成長の過程を概観する。蘇州は江蘇省の南部に位置し（北緯30.47°～32.02°、東経119.55°～121.20°）、東は上海に、南は浙江省の嘉興市に隣接し、北には長江、西に太湖を臨む。
面積は8,488.42平方㌔で、うち平野部は54.8％、丘陵地は2.7％であるが、太湖を含むため水域は42.5％を占める。人口は2000年末578.17万人であるから人口密度は681人／平方㌔もあり、温州の約625人／平方㌔と同様に多く、土地資源の不足が指摘できる。もっとも温州が総面積11,784平方㌔で蘇州の約1.4倍であるが、平野部は17.5％しかなく、また山野部が78.2％を占め、蘇州の52倍もあることを考えると、地理的には温州より恵まれた環境にあるといえる。

　蘇州も温州と同様、改革・開放以降、大きな経済成長をみた。1979年35.27億元だったGDPは一貫して増加し、2000年には1,540.68億元に達した。この間、年平均14.1％の速さで成長している。同様に工業生産額でみても、年平均22.1％で成長し、1979年に76.37億元だった工業生産額は2000年には3,487.86億元にまで達している。

　では蘇州のこのような成長は如何にしてもたらされたのであろうか。蘇州経済の特徴と発展の要因を温州と比較しながら考察したい。

　蘇州の特徴は第1に、既に指摘したとおり、人口密度が高く土地資源が不足している点である。「人多地少」という特徴は温州にも共通している。1978年当時、人口密度は596人／平方㌔であり、1人あたりの耕地面積は1.12ムー（1ムー＝6.67アール）であった。当時、温州はそれぞれ476.29人／平方㌔、0.53ムーであったから、人口密度では温州の約1.25倍であるが1人当たりの耕地面積では温州の約2.1倍ある。温州と比較して蘇州の地理的条件の方が若干良いものの、決して農業に有利な条件であるとはいえない。しかし農業に適さないという初期条件は、温州と同様、非農業部門に目を向けさせ、農村の工業化を推進する必然性の裏返しであった。

　第2に、「蘇州－上海ネットワーク」の存在である。温州においては中国各地や世界に広がる「温州人ネットワーク」が経済発展に大きな役割を果たしたが、蘇州の場合、温州のようなネットワークを形成することはなかった。それは温州が「離土又離郷」（農業をやめ農村を離れること）を容認していたのに対し、蘇州は「離土不離郷」（農業をやめても農村は離れない）ことを政策的に進め、農村内に就業地を創造しようとしたことに依るところが大きい。蘇州において「温州人ネットワーク」に取って代わるものは、上海との緊密な関係であった。解放前、上海は紡績業、製造業の中心であったが、蘇州は原材料や労働力の供給地であり、解放後、蘇州から上海に多くの農民が流入した。また文化大革命期には上海の幹部や「知識青年」が蘇州に「下放」された。このような歴史的な背景から蘇州は上海との関係が強く、特に文革後、上海に戻った「知識青年」を通じての、上海の国有企業と蘇州の「社隊企業」の間の委託・下請け関係の成立や技術移転が蘇州の経済発展に大きな役割を果たした8)。

　第3に、集団所有制の郷鎮企業が蘇州経済を牽引した点である。温州が非公有制の郷鎮企業が中心であり、民営経済が発展の牽引力となっていることと明確な違いがある。蘇州の郷鎮企業は人民公社時代の「社隊企業」を土台に発展してきた。それは温州と違い、改革・開放前に、確固とした「社隊企業」が存在していた点にある。1978年、「社隊企業」の固定資産額は3.35億元あり、生産額は9.92億元であったが、これは農村の総生産額の37.76％を占めていた。2000年においても、蘇州の工業部門において外資系企業である「三資企業」を除く中国系企業の企業数、生産額はそれぞれ2,130社、1211.8億元であるが、そのうち集団所有制企業がそれぞれ693社（32.5％）、391.2億元（32.3％）と他の所有制企業と比較して最も高い割合を示している9)。

　以上をまとめると、土地資源の不足から非農業部門への発展に向かい、郷鎮企業を中心に工業化を推進した点においては温州と共通する。しかしその発展過程は、温州と蘇州とは大きく異なっていた。温州においては「温州人ネットワーク」が担った、技術や資本の蓄積について、蘇州では上海との緊密な関係がこれを補い、また郷鎮企業の形成・発展過程も農村工業の基礎に乏しかった温州では民営企業を中心に発展を遂げたのに対し、蘇州では「社隊企業」からの転身によって形成されたため、集団所有制企業がその中心を担った点に両者の特徴がある。

(2)「蘇南モデル」の変容

　上述したように、「温州モデル」と「蘇南モデル」は、共に郷鎮企業が農村経済の発展を牽引し、地域が元来持つ資源を用いた工業化モデルという意味で、「内発的発展」の典型例であった。しかし初期条件の相違により、「温州モデル」が民間主導型であるのに対し、「蘇南モデル」は地方政府の関与が大きく、行政主導型である点に大きな違いがある。この相違が後の発展に大きく影響を与えた。蘇南地域は1990年代に入ると、急速にその発展のテンポが鈍化する。

図1は蘇州のGDP成長率を示したものである。この図で特徴的なのは1992年をピークに、徐々にその成長率が鈍化している点である。農村工業化の代表的なモデルとして注目を浴びた「蘇南モデル」は1989年の「天安門事件」で一時的な停滞をみるものの、比較的順調に発展を遂げてきた。しかし1992年から1996年まで一貫してその成長のスピードが落ち込み、その後はほぼ停滞状態にある。ではこのような状況に陥った要因は何であろうか。
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それは蘇州の郷鎮企業が元来、「社隊企業」からの転身によって形成されたため、集団所有制企業がその中心を担っている点にある。集団所有制とは郷鎮政府など地方政府の所有する企業であるが、地方政府と企業との癒着は、初期の段階では、温州でみられたイデオロギー上のリスクの回避や信用の面で有利に作用した。しかし企業を取り巻く環境は、徐々に「モノ不足経済」から「過剰経済」に入り、郷鎮企業は国有企業中心の経済構造を補完し、特に生活必需品などの消費財を供給するという役割から、消費者ニーズの多様化に応え得る商品を供給する必要性が生まれた。更に比較的低い参入障壁から多くの郷鎮企業が設立され、これらの間で市場をめぐる熾烈な競争が展開されるようになった。このような状況の変化に対応し生き残っていくために、郷鎮企業自身には明確な財産権の下で自己責任、独立採算を原則に市場の変化に即応しうる企業統治が求められる。しかしながら「蘇南モデル」は集団所有制が主体の経済システムであり、郷鎮政府の直接、間接の干渉が大きいという特徴がある。郷鎮政府の幹部が企業の管理者である場合や、また郷鎮企業に対する郷鎮政府の強い、経営効率を無視した指導は生産、投資、利潤の配分、人事に至るまで多岐にわたった。このような「準国有企業」ともいえる企業の体質が、市場変化に対応できなかった大きな要因であると考えられる。

　これらの問題に対して、1990年代後半から蘇南地域では、企業の近代化を図るために、曖昧な集団資産の所有権の明確化を目的として、株式会社へと転換する所有制改革が進められている。1999年初めまでに、蘇州、無錫、常州では郷鎮企業数の81.6％、固定資産額の64.6％の所有制が改革されたという10)。

　同時に、蘇南地域では経済構造に大きな変化が現れた。それは従来、集団所有制企業の主導的役割に取って代わり、外資系企業である「三資企業」が経済発展の牽引力となった点である。蘇州の工業部門における集団所有企業と外資系企業との地位を2000年の統計を基にみてみよう11)。蘇州の国内企業の企業数、生産額は2,130社、1211.8億元であり、集団所有制企業の占める割合はそれぞれ32.5％、32.3％と他の所有制企業と比較して最も高いことは既に述べた。しかし、これに外資系企業を含めると、総企業数、総生産額は3,112社、2,396.5億元となり、蘇州工業全体に占める集団所有制企業の割合はそれぞれ22.2％、16.3％に低下し、外資系企業はそれぞれ31.6％、49.4％ともっとも高く、今や蘇州経済において外資系企業が主導的役割を担っていることが分かる。この新しい状況は、1990年代に入り、国家プロジェクトとして承認された上海浦東地区開発と、それを受けて、上海を中心とした長江デルタ開発によってもたらされた。長江デルタは15都市を包括し、その中には蘇州や無錫、常州などの蘇南地域も含まれる。これらは華南地域（広東省と福建省）に集中していた外資をより効果的に利用する目的で提起されたものである。

　図2は蘇州の貿易額と貿易依存度を示したものである。1990年、1億8,816万ドルだった蘇州の貿易額は2000年には200億7,036万ドルにまで達しており、急激な増加を示している。貿易依存度でみても1990年には4.5％であったが年々増加し、2000年にはついに、107.8％を示しており、蘇州経済においていかに貿易が重要な役割にあるかが分かる。
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ここからも分かるように、蘇州は対外経済による発展の道に進み、蘇南地域は郷鎮政府と強い関わりを持った郷鎮企業を主体とする、従来の「蘇南モデル」とは大きく異なる発展のあり方に転換されたのである。
このような転換は、中国の農村工業化モデル全体の中で、どのように位置付けることができるだろうか。まず、外資への依存が低いか高いかを基準にグループ分けしていくと、「温州モデル」、従来の「蘇南モデル」は低いタイプに位置付けられ、1980年代の経済特区の設置によって発展した「珠江モデル」は高いタイプに類別される。また1990年代に入り、国家プロジェクトとして始動した上海の「浦東開発モデル」が、後者の外資依存の高いグループに加わる。外資依存の高いこれら2つのモデルは、いずれも国家の外資導入による発展戦略によって規定されたものである。更には、先にみたとおり、1990年代後半に入ると、「蘇南モデル」も従来の発展パターンから転換し、外資依存型の工業化を推進している。すなわち「蘇南モデル」も外資依存の低いグループから高いグループへと、位置付けが変更されなければならなくなった。かつて「温州モデル」と並んで、元来、地域の持つ組織や資本、技術などを用いた、グラスツールの「下からの工業化」であった「蘇南モデル」は、今や国家の発展戦略としての外資導入によって発展を遂げた「上からの工業化」である「珠江モデル」や「浦東開発モデル」と同様の発展モデルを選択するに至った。「内発的発展」であった「蘇南モデル」から「外発的発展」である「新蘇南モデル」への変容である。

こうしてみると、今や農村の工業化モデルは「温州モデル」を除いて、いずれも外資依存の高いグループに位置付けられるようになった。このような状況は農村の工業化の「外資依存モデルへ」の収束を意味している。すなわち、外資導入の波が中国全体を覆い尽くそうとしているのである。このような中で、唯一、温州が外資に依存しない、「内発的発展」を堅持しているのである。では、このことは何を意味しているのであろうか。温州のこのような発展から引き出される中国の開発戦略に対する示唆について、次で検討することにする。

4.中国の外資依存と問題点
　開発戦略とは、初期条件を所与として開発目標を立て、それを達成するための手段であり、対外経済関係においてもっとも大きな規定要因となる初期条件は国際環境である。現在の世界は運輸、通信、情報技術の飛躍的発展により、一国規模で完結していた経済活動が地球規模で、しかも大規模におこなわれるようになっており、それはグローバリゼーション（globalization）という言葉で表現される。現在の中国を取り巻くこのような客観的状況は紛れもない事実であるし、その趨勢に抗うことはできない。したがってグローバリゼーションという客観的な国際環境を受け入れた上で開発戦略を検討しなければならないが、そこで考慮されるべき点は、中国の国民経済はこうしたグローバリゼーションの波をどのように捉え、如何なる関係を構築していくべきかである。

ところが現在の中国は、これに対してあまりにも無防備で、それがあたかも当然であるかのように自らその波に飲み込まれてしまった観がある。グローバリゼーションが中国全土を覆い尽くすというより、中国自ら、それがどのような波か吟味しないまま、準備体操もライフジャケットも無しに飛び込んだ、といった方が正確かもしれない。このグローバリゼーションの進展という大きな流れの中で、今や農村の工業化モデルも外資依存型工業化に収束しつつある。

中国の貿易依存度をみると、改革・開放後の1979年において11.3％であった貿易依存度は、その後、傾向的に高まり、1994年には43.6％にまで達した。もっとも1994年には為替制度改革が実施され、ドルに対する元の切り下げが行われたために（93年1$＝5.76元→94年1$＝8.62元）、ドル表示での貿易額が過大評価されたという、特殊な事情を含むこの年を除いたとしても、中国の貿易依存度は傾向的に高まっている。2001年には44.0%に達し、過去最高を更新した。

　このような貿易依存度の高まりの背景には、外資系企業の中国進出がある。1979年から2001年までの23年間、中国が実際に利用した外資の総額は5,684.07億ドルであり、このうち外資系企業による直接投資額は3,935.12億ドルで、約7割を占める。図3は1985年から2001年までの、外資系企業による直接投資額を示したものである。為替レートの変化があるとはいえ、1992年以降、対中直接投資が急激に増加していることが分かる。また2001年の外資系企業による直接投資額は468.78億ドルで過去最高額を更新したが、1993年以降、中国はアメリカに次ぐ世界第2位の直接投資受入国になっているのである。
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このような状況の中で、中国の国際的な存在感は増し、今や「世界の工場」とさえ言われるまでになった。しかし、「世界の工場」という言葉は、もともと18世紀後半に産業革命をへて、最初に近代資本主義が確立したイギリスの経済的繁栄を指した言葉であり、単にモノが生産されるという意味を超えて、世界の最先進地域で、世界経済の主導的立場であることを意味していた。しかし、現在の中国を指して「世界の工場」という場合、実際に中国でモノが生産され、「Made in China」の製品が世界各地に輸出されている現象を指しているのであり、中国はむしろ「世界の生産拠点」という言葉で表現した方が適当であろう。

　とはいえ、1980年から1999年までの20年間、GDPの年平均成長率は9.7％であるが、そのうち2.7ポイントは外資の直接、間接の貢献であるという12)。

そこで、次に考慮すべきは、「貢献」とは何なのかという点である。上述の議論がいう所の「貢献」とは、結局は中国経済の構成要素として外資の割合が高まり、統計上の数量を外資が押し上げているということを示しているに過ぎない。貢献とは本来、国家や社会に対して役に立つことを意味する。中国の役に立って初めて「外資の貢献」という言葉が適性を持つのである。役に立っているかどうかは、数量ではなく、その質の側面を検討しなければならないのである。

直接投資の業種分布をみると、中国への直接投資は、製造業、中でもアパレルや靴、皮革などの労働集約型産業に集中している。外資依存型工業化とは、すなわち労働集約型産業を推進することである。しかし労働集約型産業は相対的に技術レベルが低い。確かに近年はハイテク製品の輸出が増加しつつある。ハイテク製品の輸出額が総輸出額に占める割合は、1991年4％に過ぎなかったが、1999年には12.7％にまで増加している。しかし、このハイテク製品の輸出の75.7％は外資系企業によるものであり、コア技術は外資系企業が掌握しているのが現状である13)。

　また、労働集約型産業は組み立てなどが中心であり、付加価値が低く、その加工賃が得られるだけで、地域への波及効果は限定的である。例えば、「来料加工」という、中国側は原材料を供給し、中間財を引き受けて、加工賃のみを決済する方式の場合、輸出額の7～8％を得るに過ぎない。また加工貿易における輸出製品の中でも、ローカルコンテンツの割合は35％にも達しないという14)。

地域への波及効果が限定的であることは住民の可処分所得に現れている。2002年、蘇州は経済規模でみた場合、全国で第6位の地位にあるが、長江デルタに位置する泰州を除く14都市（上海、江蘇省の蘇州、無錫、常州、南京、鎮江、揚州、南通、浙江省の杭州、寧波、嘉興、湖州、紹興、舟山）の中で比較した場合、蘇州の可処分所得は第9位であり、10位、11位には同じ蘇南地域の無錫、常州が続く。また浙江省の6都市の平均は9,768元であるのに対し、江蘇省の7都市の平均は7,716元と2,052元の差がある15)。

外資依存型の工業化は、確かにマクロ指標においては大きな役割を果たしている。しかし外資依存型工業化モデルでは、技術の面からも、波及効果の面からも、中国の産業の高度化を図ることは難しい。そればかりか、外資導入による数量的な拡大に安心して、「自助努力」という発展に最も必要な要素を放棄させているのである。今や中国は改革・開放以前のフルセット型の産業構造は退廃し、中国独自の技術を向上させる土壌は失われつつある。中国は急速な発展と引き換えに、将来に禍根を残す安易な道を選択したのかもしれない。

5.「温州モデル」の政策的示唆

現在の中国が高い経済成長率を遂げているという点は事実であるが、筆者はそれが、第1に、外資導入によって達成されたこと、第2に、外資導入が中国の開発戦略の柱として政策的に据えられたこと、第3に、今や中国は、グローバリゼーションの波に呑み込まれる形で中国全体が外資依存型の発展に収束しつつあること、という3点に着目する。しかし、外資を導入するという形態を用いて開発を推し進めていくこと自体に問題があるわけではない。しかし問題はそれをどのように利用するかであり、手段としての外資導入を目的化することではない。すなわち筆者は「外資導入」という「外向型発展」を問題としているのではなく、「外資依存」という中国の「外発的発展」を問題にしているのである。外資に依存した工業化は技術の面からも、波及効果の面からも、これによって中国の産業の高度化を図ることは難しいことは、既に指摘したとおりである。

このような中国経済の発展のあり方に対して、同じ中国にありながら外資に頼ることなく、「内発的発展」によって経済成長を遂げた稀有の地域がある。それが本稿で考察した温州という地域なのである。すなわち、温州の経験は外資に依存しなくても成長が可能であることを示しているのである。

表1：中国と温州の貿易依存度

	年
	1990
	1991
	1992
	1993
	1994
	1995
	1996
	1997
	1998
	1999
	2000

	中国
	30.0
	33.4
	34.2
	32.5
	43.6
	40.2
	35.6
	36.2
	34.3
	36.4
	43.9

	温州
	0.9
	1.2
	1.6
	2.3
	4.7
	6.8
	7.4
	8.7
	10.8
	12.4
	20.1


出所：国家統計局編『中国統計年鑑2002年』中国統計出版社、温州統計局編『温州統計年鑑2001年』中国統計出版社より算出。

表2：温州における三資企業の地位

	年


	工業生産額（万元）
	工業企業数（社）

	
	温州全体
	三資企業
	％
	温州全体
	三資企業
	％

	1990
	950,717
	6,840
	0.72
	―
	―
	―

	1995
	7,194,505
	234,807
	3.26
	―
	―
	―

	1997
	12,423,975
	382,581
	3.08
	5,020
	201
	4.00

	2000
	18,066,170
	849,793
	4.70
	122,775
	404
	0.33


出所：温州統計局編『温州統計年鑑1998年』、『温州統計年鑑2001年』中国統計出版社より作成。

表1は中国全体と温州の貿易依存度を比較したものである。既にみたように、中国の貿易依存度は傾向的に増大しているが、温州のそれは中国全体と比べて小さいことがわかる。

表2は温州における外資系の三資企業（独資・合弁・合作）の工業生産額と工業企業数を示したものである。まず工業生産額であるが、温州全体の工業生産額に占める割合はわずか3％程度であり、また工業企業数も1997年では4％を占めるに過ぎない。ちなみに、1999年における沿海部（東部）の同指標は、それぞれ33.7％、23.3％である16)。更に、この表から1社当たりの平均生産額を求められるが、1997年における温州全体の工業企業1社当たりの生産額が、2,474.9万元、であるのに対し、三資企業は1社当たり1,903.3万元と平均を大きく下回っている。また2000年については、小規模な工業企業数も含んでいるため、1社当たりで計算すると147.1万元に過ぎないが、1997年と同様に、一定規模以上の工業企業17)のみで平均した場合、温州全体では1社当たり2,973.3万元であるのに対し、三資企業は2,103.4万元であるから、温州においては三資企業の数が少ないばかりでなく、その規模も小さいことが分かる。

三資企業が輸入と輸出に大きな役割を果たすことはよく知られているが、温州の三資企業の状況からその役割に期待することができない以上、市場を国内に求めなければならない。1997年において温州企業の最終財・中間財・原材料の販売総額は159億3,462万元であるが、その内、輸出額は20億1,716万元であり販売総額の12.6％を占めるに過ぎない18)。すなわち残りの87.4％が国内に販売されていることになる。更に温州企業の購入総額にいたっては、全体で151億7,485万元であるのに対し、内、輸入額は2,108万元で、その割合はわずか0.14％であるから、ほとんどの財が国内で調達されていることになる。もっともここに表れている数字には、統計の問題上、個人企業が含まれていない。しかしながら、1994年に公布された『対外貿易法』の第9条には、対外貿易に従事できる企業の認可制が明記されており、これら零細な個人企業が輸出入額に貢献しているとは考えられないことを勘案すれば、温州企業の販売・購入に対する国内依存度はさらに大きいとも考えられる。

確かに温州が国内市場に依拠した「内発的発展」を遂げることができたのは、温州固有の客観的な条件がもたらしたのかもしれないが、それをもって特殊なケースとして位置付けることはできない。むしろ中国全体がグローバリゼーションの波に呑み込まれる形で外資依存型工業化に収束しつつある中で、外資に依存することなく自助努力によって独自の発展を遂げることができた点にこそ、「温州モデル」が本当の意味でのモデルとしての役割を果たしうるのである。開発戦略で重要なのは自らの立てた規範に従って行動することができるかどうかであり、発展の原動力が内にあるかどうかである。その条件を外資に頼らなかった温州は保持しうるのである。

農村の工業化は、1990年代後半の「蘇南モデル」の変化にみてきたように、いずれも国家の推進する外資導入による発展戦略に取り込まれる形で外資依存型工業化へと収束しつつある。この中で、温州のみが外資に依存しない、「内発的発展」を堅持している。外資依存型工業化の問題点が明らかになった今、「温州モデル」が示唆するところは大きい。それは先にも述べたとおり、外資に頼らなくても自助努力によって独自の発展を遂げることができた点であり、それにより発展の原動力を内に持つことができた点である。発展の原動力を内に持つということは、今後も独自の発展と進化を遂げる可能性を秘めていることを意味しているのである。

　しかしながら、現在、温州にもいくつかの問題点が存在しているのも事実である。これらの問題を解決するために、温州は今後も独自に発展と高度化を進めていくことができるであろうか。そうであれば、どのような進化をみせるのであろうか。或いは経営の近代化を図るために、外資を導入するというのも選択肢として排除できない。中国全体が外資依存型工業化を進める中で、結局は温州も蘇南地域と同様に、従来のような独自の発展を放棄し、国家の戦略という大きな流れの中に組み込まれてしまうのであろうか。その意味でも「温州モデル」の今後の行方を注視する必要があるのである。それが独自性の保持と進化という道をたどるとすれば、「温州モデル」のモデルとしての意義は一層、強固なものとなるであろう。

図1：蘇州のGDP成長率


� EMBED Excel.Chart.8 \s ���


出所：蘇州市統計局編『蘇州統計年鑑2001』中国統計出版社、2001年。





図2：蘇州の貿易額と貿易依存度


� EMBED Excel.Chart.8 \s ���出所：蘇州市統計局編『蘇州統計年鑑2001』中国統計出版社、2001年。





図3：外資系企業による直接投資額（1985～2001年）


� EMBED Excel.Chart.8 \s ���


出所：国家統計局編『中国統計年鑑2002年』中国統計出版社、2002年。
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		1952		352.32		4.38						6.16		人口 ジンコウ		0.6

		1970		468.02		15.03						23.22		GDP		14.1

		1975		492.6		23.32						44.15		工業 コウギョウ		22.1

		1978		506.72		31.95				16.6911		64.54

		1979				35.27		10.39		17.8613		76.37

		1980		518.62		40.68		15.34		22.6088		96.47

		1981				43.76		7.57		24.7175		107.15

		1982				47.61		8.80		25.766		112.48

		1983				52.53		10.33		28.5081		132.3

		1984				68.05		29.55		36.1813		172.8

		1985		535.11		91.91		35.06		52.5863		251.04

		1986				104.05		13.21		56.3492		300.63

		1987				127.02		22.08		69.1554		386.16

		1988				165.12		30.00		89.5533		503.74

		1989				176.29		6.76		95.4178		524.9

		1990		561.02		202.14		14.66		112.5228		584.25

		1991				235.09		16.30		134.4621		700.78

		1992				359.68		53.00		209.8036		1264.01

		1993				525.95		46.23		305.045		1881.07

		1994				720.89		37.06		404.8801		2432.91

		1995		572.91		903.11		25.28		499.1226		1834.54

		1996		574.12		1002.14		10.97		513.3561		2148.54

		1997		574.99		1132.59		13.02		577.1186		2357.46

		1998		575.35		1250.01		10.37		632.4814		2555.02

		1999		576.23		1358.43		8.67		691.5385		2923.94

		2000		578.17		1540.68		13.42		790.8329		3487.86

								19.91

				貿易額（万ドル） ボウエキガクマン		＃輸出 ユシュツ		＃輸入 ユニュウ		対江蘇省比 ツイコウソショウヒ		＃輸出 ユシュツ

		1990		18816		15524		3292		4.5		2.8

		1991		38002		31002		7000

		1992		117704		95704		22000

		1993		195860		84077		111783

		1994		281844		141979		139865

		1995		459233		233491		225742		28.2		34.7

		1996		688155		349698		338457

		1997		863611		464677		398934

		1998		964922		520735		444187

		1999		1255482		692777		562705

		2000		2007036		1048095		958941		44		48.3

		年 ネン		外資契約件数 ガイシケイヤクケンスウ		＃三資企業 サンシキギョウ				契約額（万ドル） ケイヤクガクマン		＃三資FDI サンシ				実行額 ジッコウガク		＃三資FDI サンシ

		1985		55		8				8730		4743				1070		214

		1990		164		130				14361		11000				6954		3371

		1991		442		412				39104		34526				11862		7902

		1992		3069		2893				476095		426418				85973		83587

		1993		2655		2532				509644		481264				150899		150874

		1994		1270		1249				463143		452938				219086		217661

		1995		905		898				565119		564020				232747		232747

		1996		747		746				459904		459813				230467		225685

		1997		648		648				441203		441203				244723		244723

		1998		520		518				431694		408694				307180		284180

		1999		571		568				356819		353754				285626		285626

		2000		943		643				467787		467787				288338		288338
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